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コロナ禍は、わが国のさまざまな課題を

浮き彫りにしているが、農業分野では、多

くの人が、①グローバルサプライチェーン

は意外とぜい弱であり、食料を輸入に依存

することは危険であることと、②食料輸出

国は自国民を保護するために食料輸出を制

限することがあることを再認識した。しか

し極端に低い食料自給率を改善する方策は

見られず、食の多様化や外食・中食の需要

の落ち込みなどから、米価は大幅に下落し

ている。

こうしたなか、「米余り・米価下落のもと

で経営難に追い込まれる水田農業経営を本

格的にバックアップする農政のあり方を提

言する」（８頁）のが本書である。著者は元

福岡農協中央会営農部長を務めた髙武孝充

氏と九州大学名誉教授の村田武氏。長年、

現場を大切にし続けてきたからこその説得

力がある。

序章、第１章では1990年代から2021年ま

での農政の動きをまとめたうえで、第２章

で「アベノミクス農政」の問題点を指摘す

る。そして第３章では、①生産調整、②政

府備蓄米、③作況指数の基準値、④ミニマ

ム・アクセス米、⑤経営安定対策、⑥飼料

用米等の作付けという６つの切り口から水

田農業の活性化を支える米政策を提言す

る。また、著者はトウモロコシ輸入が穀物

自給率を恐るべき水準にまで引き下げてい

ることを踏まえ、水田利用率を麦、大豆、

飼料作物栽培で大幅に引き上げることを提

案し、「穀物の輸出規制にも動じないわが国

の食料安全保障」（68頁）を提唱する。

第４章では、稲作技術の向上に情熱を傾

けるJA糸島、米麦大豆作と集落営農の力で

水田利用率130％超を達成するJA柳川、県

産米の統一ブランド「金のめし丸」を創設

したJAグループ福岡やラーメン用小麦「ラ

ー麦」を開発したJA全農ふくれん、水田飼

料作で耕畜連携に取り組むJAひがしうわ、

17年の九州北部豪雨で被災した水田の復旧

に尽力するJA筑前あさくらの事例が掲載

され、各農協の水田活性化に向けた熱意に

触れることができる。

国民の分断や対立、格差を拡大させてき

た新自由主義的な価値観が、農業や医療な

ど我々が生存するうえで不可欠な分野にま

で及ぶようになった今日、単純化された政

治的スローガン「ワンフレーズポリティク

ス」の行く末がどのような将来をもたらす

のかを今一度、真剣に考えなければならな

い。そうしたなか、現場に軸足を置いた本

書の提言や提案は食料安全保障のあり方を

問い直す。
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